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バイオマスエネルギーシステムの導入可能性評価
A Life Cycle Assessment of Biomass Energy System 
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Abstract 
In recent years, biomass resources have been expected to produce energy including electricity 

with reducing CO2 emissions. We can evaluate that the net amount of CO2 emissions is equivalent 
to zero, if we could realize a sustainable plantation of the biomass resources in long term. In this 
paper, we investigate the bioenergy power plant in the developing country utilizing Life Cycle 
Assessment (LCA). Namely, we compare the following three systems; the system inclはdingan 
integrated gasification combined cycle (IGCC), the system including an internally circulating 
fluidizedもedboiler plant (ICFB) and the system inclはdingthe coal power plant. 
Whole processes like establishment, fertilization, scattering pesticides, harvesting and transpor-

tation are usually taken into account in the biomass LCA. Further, in this paper, soil erosion and 
the change of biomass production by the rainfall are included. 
As results, in the case of IGCC system, the CO2 intensities (=the net amount of CO, emiss10ns 

[kg-C02]/electricity [kJ/h]) are 38.3 [kg-C02/GJ] in the highest and 15.3 [kg-CO,/GJ] in the 
lowest case. In the case of ICFB system, they are 39.8 [kg-CO,/GJ] in the highest case and 37.0 
[kg-C02/GJ] in the lowest case. Their systems are superior to the coal system concerning the 
CO, intensity 

1. はじめに

一般的にバイオマス資源は，再生可能エネルギーと

して，また環境調和に優れたクリーンなエネルギー源

としで注目を集めており，さらに化石系資源の代替工

ネルギー源として，その利用が期待されている．また，

97年12月に開催されたCOP3においても，バイオマス

資源（特に木材資源）は， CO2固定能力に優れている

ため，吸収源としての再評価か今後の急務となってい

る．

このような背景から，先進国の援助のもと植林事業

が行われつつあるが，木材資源はある一定期間を過ぎ

るとCい固定能力か激減するため，木材資源利用によ

るCO2排出量を吸収できる範囲内で利用方策を考えて

いく必要がある．

今後の木材資源の利用方向を発展途上国に限定して

みた場合，雇用促進といった経済活性化を図りたいこ

と等の理由から，現在はパルプ原料としての利用が主
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な目的となっている． しかしなから今後は，当該地域

での電カインフラの整備が遅れていること等の理由か

ら，環境問題への貢献が期待されると同時に，持続可

能な条件でエネルギー生産を行うということが重要と

なる． このような条件を満たす 1つの方策として，管

理型林業（プランテーション）によりバイオマスを生

産し，それらの資源を利用した発電システムを提案す

ることが経済的付加価値も享受しつつ環境問題にも貢

献していくという大きな役割を果たすと期待される．

従って本研究では，発展途上国をモデル地域にしたバ

イオマスエネルギーシステムに関する導入可能性につ

いて， LCA指標を用いて評価し，持続可能な条件で

エネルギー生産を行うときのCO2排出量を算出し，化

石資源の場合の環境負荷量と比較してその優位性を検

討した．

2. LCA評価のための準備

2.1バイオマスエネルギーシステムにおける LCA評

価の考え方

バイオマスエネルギーシステムを持続可能な条件で

エネルギー生産しCO2削減に貢献するために重要なポ

イントとしては，バイオマスの資源賦存量及びその利
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用方法である． これまでバイオマスの資源賦存量につ

いては，山本ら 1)が土地利用競合とあらゆるバイオマ

ス利用システムを考慮したモデルからCO2削減効果に

ついて検討しており，また土手ら 2) は代替エネルギー•

としてバイオマスを利用することで， CO2削減効果に

ついて検討している、また利用技術については，ガス

化コンバインドサイクル発電をはじめとする発電シス

テムが海外で開発されつつある 3) 4). 

これまでのバイオマスエネルギーシステムのLCA

評価では，地招えから収穫，さらにはエネルギー利用

に至るまでに係る中間投入のエネルギー評価及びCO2

排出量の評価5) 6) 7)を行っている． しかしながら，本

研究のようにバイオマスを持続可能な条件でエネルギー

生産することを前提にしたLCA評価において，降雨

による生産性の変化やそれに伴う士壌条件の変化まで

を考慮し，さらにこれらとガス化技術等とを統合した

評価は殆ど行われていない．

従って筆者らは，今後，植林事業の拡充によって増

加すると予想されるバイオマス資源を持続可能な条件

でエネルギー生産を行うエネルギーシステムについて，

以下の考え方をベースにLCA評価を行った．

①ユーカリ林によるプランテーションを想定する．な

お，ユーカリ林は早生樹種の 1種であり，また海外

での植林事業としての実績も数多い．

②持続可能な条件でのエネルギー生産を行うことを前

提としているので， 1サイクルの植林ごとに上壌条

件は変化することなく，初期の土壌条件を保つとす

る．従って，生育期間中に降雨等によって損失する

養分量については， 1サイクルごとに施肥や土壊改

良剤によって補われるものとする．それらの量を工

ネルギー換算及びCい換算して中間投入のエネルギー

量及びCい排出量を算出する．また，流出土壌に含

まれる有機性C （炭素）についても，無機化して

Cいに変化するものとして評価に加える．なお，バ

イオマスから排出されるN20, CH4については，

温室効果度がCO2よりも大きく，等価co2排出量と

してカウントすべきであるが， これらのデータには

不確実性が多く， ここでの評価では考慮していない．

データの入手等を含め今後の研究課題としたい．

③ユーカリの生産性は年平均降水量によって変化する，

④エネルギー変換システムについては，エネルギー回

収効率の比較的高いガス化コンバインド発電システ

ム，またシステム構成が比較的容易な直接燃焼発電

システムを検討対象とし，既存の化石燃料（石炭）
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による発電システムと比較検討を行う．また，エネ

ルキー変換時に排出される灰分については，肥料と

して上壌に還元されるものとする．

⑤その他重要な事項として，植林地における地桁え等

の物理的な要因に加え，肥料及び施肥等の化学的要

因による生態系への影響が懸念され，またエネルギー

生産においては，生産時における有害物質の排出及

びそれらに起因する土壌，水圏生態系及び健康影響

等も考えられる． これらの事項については，各関連

分野の調査研究を含め今後の研究課題としたい．

上記の条件に従ったLCA評価を行うことによって，

バイオマス資源を持続可能な条件でエネルギー生産す

るときのCい量を算出することができ， この結果が今

後のバイオマスエネルギーシステム導入のインセンティ

ブとして重要となる．

3. 原料製造プロセス

3.1評価対象システムの概要

本研究で検討するバイオマスエネルギーシステムは

ユーカリ植林からチップ原料を製造するまでに至る原

料製造プロセス (3章参照）と原料を乾燥し電力に変

換するエネルギー変換プロセス (4章参照）の 2つの

プロセスから構成される．なお，最終的な評価 (5章

参照）では，エネルギー収支比及びCい排出量につい

て，バイオマスによる電力生産の場合と石炭による電

力生産の場合との比較検討を行った（図 1).

3.2対象地域（国）

本研究のように，天候条件による土壌流出やバイオ

マスの生産性を考慮したLCA評価では具体的な地域

（モデル）を設定することによって， より信頼性の高

い評価を行うことが可能となる．そこでモデル地域の

選定にあたっては，①発展途上国であり，電力不足で

あること，②ユーカリなどの植林事業が可能な地域で

あること等の理由からハ゜プアニューギニア（以下PN

G) を選定した．

PNGは，人口約434万人 (1995年）のオーストラリ

アの北側に位置する島国である． この国の年間発電量

は1,790[GWh／年］であり， これを日本の人口 1人

あたりの発電畠と比較すると約 1/20程度である．従っ

て，将来的には人口増加が予想される当該地域におい

ては，電力需要が増加することが推測される．また，

PNGでは日本による植林事業も盛んであり， ユーカ

リ（カメレレ）やチークなどを中心に約5,000 [ha] 

の植林を実施している．従って，本研究ではPNGを
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※1ユーカリの生育に伴う土壌養分の損失は発電システ

ムからの灰分の土壌還元により一部補われる． なお，

これらの養分は質的に同等てあるものとして扱う．

a.バイオマス利用ケース

図 1 検討システムの境界

モテル（基準）ケースに選定し，評価に必要なデータ

についてはできる限り現地のデータを採用した．

3.3気候条件

PNGにおける気候条件（気温・降水量）について

は，年間平均気温27.1 ［℃］及び年間降水量2,067

[mm] である．また，年間平均湿度は83.3％であり

熱帯気候に属している．

3.4プランテーション概要

ここで想定しているバイオマスプランテーションの

諸条件については表 1に示されるとおりである．

表 1 バイオマスプランテーションの諸条件

ロ 条件等

外部投入
エネルギー

I 原料調達 1 

採掘

↓ 

原料（石炭）叫選炭

↓ 

輸送

-鳳発電用石炭

I 製品製造 1 

粉砕

大気への
排出(CO2)

灰分の処分※ 2+-饂発電

星
電力

検討システムの境界

※2石炭火力発電の焼却灰は，スラグとして取り出され，

当該ンステムの各部に還元されることなく処分され

るものとして扱う．

b.石炭利用ケース

3.5ユーカリの含有元素及び生育性の変化

表 2にユーカリの微量元素を含めた元素分析値11),

表 3にミネラル含有凰 7)をそれぞれ示す．

表 2 ユーカリの元素分析値（無水ベース）

項目 含有率 [wt%]

C 46 500% 

H 5 933% 

゜
46 676% 

s 0 037% 

N 0.151% 

1 灰分 0 823% 

※O= 1 -(C+H+S+N十灰分）

表 3 ユーカリのミネラル含有量（無水ベース）

項目 1 含有率 [wt%］

P
-
K
-
N
a
-
C
a
 

0.007% 

0.169% 

0.009% 

0.278% 

閃g | 0.047% 

※各ミネラル分は灰分として

回収されるものとする．

ノゞ
1サイクル生産量8) 9)10). 

ィ 1サイクル生産量Pc,.,,=P1+ P, + Pa 

オ ＝P1 +0.7P1 +0.7汀八
マ P,：育苗0.25年から植林期間6.75年のときの生産量
ス

巳：萌芽による成長期間 7年（口の70％の生産量）

p3・萌芽による成長期間 7年（巳の70％の生産量）

年平均生産量P,『9̀99r.• PyC99,＝PCyc、,/22
植林可能降水量11':1,000 [mm] ~2,500 [mm] 

最小植林間隔1'':2 [ml X 3 [m] 

原料密度： 0.444[t/m汀（乾）， 0.510[t/m3] （湿）

次にユーカリの降水量等の気象条件による生産性の

変化について説明する． Lieth12)はバイオマス資源の

純生産量と降雨量の関係として，次式を提案した．

P=3.0Xl03 (1 -exp (-6.64X10―'x)) (1) 

P:バイオマス資源の純生産量 [g/m2 /year] 

x:年間降水量 [mm]

また，品田ら13)によると，ユーカリ植林に適してい

72 
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る年間降水量の範囲を1,000~2,500[mm] とし， さ

らに最小植栽密度は，造林目的にもよるが石塚］4)によ

ると 3 [m] X 2 [m] としているので，最高降雨量

の2,500[mm]のときに最小植栽密度で植林を行っ

たと仮定する． これらと西川ら 9) の現地調査の結果

（胸高直径，樹高）と加茂'0)の材積と胸高直径及び樹

高の関係式を利用して2,500[mm] のときの年平均

材積を求め，年間 1 [ha]あたりの推定生産量P'[g

/m2 /year]を算出する． この結果と（ 1)式から

求められる生産量とを比較することによって， P'=

1.93P ((1)式による生産量）となるので， 2,500

[mm]以外の各降水量の生産量についても（ 1) 式

に1.93倍して生産量を求めた．

3.6森林内における養分循環量の予測

原料製造プロセスにおける中間エネルギー投入量を

評価するために，養分循環量 (C, N, P, K) につ

いて検討する．養分循環量の推定は，生育期間中に損

失する土壌流出量等を把握することによって算出され

る．

土壌流出量については，育林期間で毎年同じ量だけ

流出するものではなく，降雨特性や成長の度合いなど

の要因によっで決まる．従って， ここでのLCA評価

では， 1サイクル中に土壌流出によって失われる養分

量をェネルギー換算し，平年化して評価に組み入れる

ことが重要となる．

土壌流出量の定量的な予測には， 次の USLE

(Universal of Soil Loss Equation)の式によって

与えられる．

A=R•K·L·S·C·P (2) 

A:単位面積あたりの年間流出土量 [t/ha]

R:降雨係数 [m2 •tf/ha • h] 

K: 土壌係数 [t•h/m で［］

L:斜面長係数[-]

S:傾斜係数[-J 
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表4 USLEの各係数の設定

9 係数 設定方法（値）

1 降雨係数R
R=O 343M-

[m'。tf/ha• h] 124 3 
(r2 =0.8626) 

土壌係数k
0 09 [t。h/m2• tfl 

斜面長係数

傾斜係数 2 14 
LS [-］ 

保全係数P
0 06 [-J 

作物係数c
0 003~1 000 [ -J 

C:作物係数[-]

P：保全係数 [-J

M 0デ疇0ー~タ叩2降,＇＂5水0か0鼠「らmニ推m定])， (1,0 
実測

土壌性質から推定

LS算出式17)を月いて，

傾斜9％及び傾斜長100
[m]の条件から計算

I 
傾斜 9%

植栽密度に比例17)18)

（裸地C=l.000)

USLEは， 1950年代からアメリカにおいてWischm-

e1erとSmithらが中心となって取り組まれた研究の成

果であり， 現在では侵食作用によって発生する流出

土量は（ 2)式に集約されている．なお，式中の各係

数の詳細な説明については，細山田ら l5)l6)による．

各係数の設定方法（値）については表 4のとおりで

ある．

以上から上壌流出量を推定し，士壌中に含まれる各

養分の収支を検討する．各養分の収支は，土壌流出及

び材の持ち出し以外には降雨による収入，葉などのリ

ターとして移動，林内雨としての移動，士壊からの養

分吸収及びその他の損失が挙げられる． これらの要因

における各養分の移動量に関するデータについては，

Whitmore")によって現地調査した結果を用いた． ま

た，育苗時には，肥料 (N: P : K = 1 : 1 : 1) を

0.5 [g／本］与えるものとし，発芽率を平均60％して

評価した］4) （図 2).

図2から，士壌に投人される肥料IFは次式のよう

に表される．

』-』-
バイオマス中養分 〇丁r

図2 養分収支の関係

―-73 
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IF=［じ十OTr-FN-(1-c)OL-lR-OT(-RF) (3) 

(3)式は土壌内における肥料の正味投入量を表し

ており，その投入量はバイオマスの養分吸収量からバ

イオマスが還元できる養分量との差である．なお， P,

Kの場合は，ーRF（灰分からの還元量）の項が加え

られる．また，式中のリターの e （損失率）は13.9%

とし，製材・輸送等の作業中にそれぞれ 5%, 10％の

損失があるものとした19)20).

3.7原料製造プロセスにおけるエネルギー投入量・

co2排出量

これまでの検討結果から， このプランテーションの

原料製造プロセスにおける投人エネルギー量及びCO2

排出量が算出する．算出にあたっては各施肥成分のエ

ネルギー原単位はTurhollowら211) のデータを利用し

た（表 5)．なお，電力のCい原単位については，本

研究での対象国であるPNGの電力構成から求めた．

次にプランテーション内での地招え，除草剤散布，

伐採チップ化及び運搬等の各種作業について，エネ

ルギー原単位及びCO2排出量を検討し，最終的に土壌

損失等を考慮した原料製造プロセスにおける中間ェネ

ルギー投入量及びCO2排出量を評価した（表 6).

4. エネルギー変換プロセス

4.1 システム概要

次に，エネルギー変換プロセスにおけるエネルギー

表 5 各養分(N, P, K)のエネルギー． Cい原単位

項目 軽油 天然ガス 電力 合計

N [MJ/kg] 3 16 54.63 2.91 60.70 

P [MJ/kg] 1.68 1.63 2.98 6.28 

K [MJ/kg] 1.05 0.89 1.41 3.35 

Cい排出量
0 069 0.049 0.152 

[kg-CO,/MJ] 

エネルギー・資源

量及びCい排出量の評価を行う．検討対象のシステム

としては，乾燥プロセスを経て，ガス化コンバインド

サイクル発電にて電力を得るケース (Case1)，循環

流動床ボイラでの直接燃焼により蒸気タービンから電

力を得るケース (Case2)を想定している．

4.2乾燥に必要なエネルギー

バイオマス原料をエネルギー変換する上で，最も重

要となる要因はバイオマスに含まれる水分であり，原

料中の水分含有量により最終的に得られるエネルギー

量が変化する．

ここで想定しているユーカリ原料の初期含水率を60

％として，表 7に示される乾燥室で乾燥させることを

前提に，乾燥に必要な工ネルギーの算出を行った21).

この条件から乾燥に必要なエネルギー量は0.47~1.39

[MJ/kg原料］ （うち送風用電力：0.04~0.40 [MJ/ 

kg原料］）として計算される．

4.3ガス化コンバインドサイクル発電システム導入ケー

ス (Case1) 

ハイオマス原料をエネルギー変換する 1つのケース

として， ガス化コンバインドサイクルによる発電ヽンス

テムを想定する．バイオマスのガス化技術は，石炭の

ガス化技術をそのまま適用することが可能であり，反

応機構が石炭に比して単純化されるため，ガス化温度

表 7 乾燥室容積及び性能

容積 [rn汀 材質及び熱貫流率

時間処理量x12x 内側：鉄（厚さ 5[cm]) 
乾燥時間 熱伝導率： 259.25[kJ/m •h• ℃] 

側面積[m2] 外側：硬質ウレタン（厚さlO[cm)
熱伝導率： O.lO[kJ/m•h•℃ J

225~4.176 
内側熱伝逹率 83.74[kJ/m2•h• ℃] 
外側熱伝逹率 62.80[kJ/m2•h•℃] 
熱貫流率： 0.977[kJ/m2 •h• ℃] 

（注）原木はチノプ化することによって体積か20％増加すると

仮定した．

表 6 原料製造プロセスにおける投入ェネルギー量． Cい排出量

805 I 938 1,033 619 952 
年間生産量 [t/ha]（湿基準） （年間降水量） ［mm] 

(1,000) (1,500) (2,000) (2,067) (2,500) 

土壌（注1) 192 0 186 6 182 2 182 8 179.5 
投入ェネルギー量

各作業 897.3 894.4 893.0 892 9 892.3 
[MJ/t] 

人ロきnt(il: 2) 1.089.3 1,081.0 1,075.2 1,075.7 1,071.7 

土壌 atl) 55.7 57.9 60.4 60.9 64.0 
CO,排出量

各作業 61 6 61.4 61.3 61.3 61.2 [kg-CO,/t] 
Aロ号H1̂ （江2) 117.3 119.3 121.7 122.2 125.3 

（注 1)土壌の施肥のエネルキーか含まれる．

（注 2)四捨五入の関係で合計が合わないことがある．

74-



Vol. 21 No.2 (2000) 

が低下し，それによって灰が溶融する前に肥料あるい

は土壌改良剤として灰分（土壌養分）の回収が可能とな

るため，バイオマスをエネルギーとしての利用価値を

高める技術として評価される．評価に必要なガス化効

率の決定には，温度や圧力及びガス化剤の投入量を設

定して，ガス化して得られるガスの組成を理論的に平

衡計算によって求めることとした竺

ガス化成績を表す指標として理論冷ガス効率は，い

くつかの均ー系平衡反応の中から主要成分であるco,

止を中心とする無機ガスについて， ガス化反応熱＝

ガス顕熱＋熱損失 (5%)を満たす平衡ガス組成から

計算されるなお，理論冷ガス効率刀 g (LHVベース）

は，

刀g=

生成ガスの低位発熱量 [kJ/kg(NTP)] 

原料の低位発熱量 [kJ/kg(NTP)] 

(4) 

として与えられる（表 8).

以上の理論冷ガス効率の算出結果をもとに， Case

1のエネルギー評価を行った（表 9)． なお，表中の

発電規模に範囲があるのは，年間降水量によりユーカ

リの生産量が変化し，また原料の含水率によって生成

ガス組成が変化するためである．

4.4内部循環流動床ポイラ利用発電システム導入ケー

ス (Case2) 

次に，直接燃焼による発電システムとして，内部循

表 8 ガス化諸条件及び理論冷ガス効率計算結果

原料低位発熱量 20, 900 [kJ /kg]（無水ベース）

ガス化温度・圧力,) I 975［℃］・ 2.0[MPa]

ガス化剤投入量（注） 0.158~0.210[kg/kg原料］

理論冷ガス効率 TJg（注） 37.6~81.4% 

（注）原料含水率10~50％に応じて変化する．

表 9 ガス化コンバインドサイクル (Case1) の諸

条件

ガスタービン（年間稼動率80%) 18~69MW級
入口温度［℃］ 1,300 
圧縮比 15 
発電効率 37.1% 

蒸気タービン（年間稼動率80%) 7 ~24MW級
蒸気条件 10.3[MPa], 538［℃］ 
発電効率 21.7% 

コンバインドサイクル総合効率 50.1% 
IGCC総合効率(LHVベース） 16.6~37.1%（注）

（出典）文献23)24) 25) 

（注）乾燥，給水余熱及び酸素製造(1.4[MJ/Nm門）エネルギー
を蒸気及び発生電力によって賄うことを考慮した効率で

ある．
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表10 循環流動床ボイラ利用発電システム (Case2) 

の諸条件

循環流動床ボイラ 152~ 191 [t/h] 

I蒸気条件 5.88[MPaJ, 460［℃］ 

iボイラ効率 80.1~80.3% 
蒸気タービン（年間稼動率80%) 21~34MW級

I蒸気条件 5.69[MPa], 455［℃］ 

I発電効率 20.3% 

ボイラ＋蒸気タービン総合
16.3% 

効率（単純サイクルを想定）

ICFB総合効率(LHVベース） 15.2~16.1（注）

（出典）文献26)

（注）乾燥エネルギーを蒸気及び発生電力によって賄うことを

考慮した効率である．

環流動床ボイラ利用発電システムのエネルギー評価を

行った（表10)．なお，表中の発電規模に範囲がある

のはCase1の場合と同様な理由による．

5. LCA評価によるエネルギー収支比． co，排

出量

これまでの原料製造プロセス及びエネルギー変換プ

ロセスにおける各事項の検討結果を踏まえ， Case1 • 

2及び比較ケースとして加圧流動床ボイラ利用の石炭

火力発電 (StandardCase)について， LCA指標に

よるエネルギー収支比及びC応排出量の比較検討を行っ

た（図 3・図 4)．なお， StandardCaseでは， オー

ストラリア産の石炭により発電効率42.0%(LHVベー

ス）で発電されるシステムであり，今後，設備コスト

の低減が図れ，また高効率なエネルギーシステムとし

て期待されている．

ここで，統合したシステム全体のエネルギー生産の

効率としてエネルギー収支比0 [-]を

生産される正味エネルギー量（電力） ［kJ/h] 
a= 

中間投入エネルギー量 [kJ/h]

(5) 

のように与え，またエネルギー生産に係るCO2排出量

E [kg-CO,/GJ] として，

電力生産で排出されるC伍排出量 [kg-CO,/h]
E= 

生産される正味エネルギー量（電力） ［GJ/h] 

(6) 

を与えた．なお，発電設備に係るエネルギー量及び

CO,排出量については，池田ら28)によると経常運転に

係るエネルギー量に対して非常に小さな値となるので，

本評価においては考慮しないこととした．

以上の結果から， Case1 • 2を比較した場合， ェ

ネルギー収支比についてはCase1の方がCase2に比
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エネルギー・資源

電ヽンステムを建設することを想定して， エネルギー収

支比及びCO2排出量について石炭火力発電システムと

比較検討した．現在，特にユーカリなどの早生樹種を

対象とした植林事業が発展途上国を中心に数多く行わ

れており，植林に関する技術的ノウハウが蓄積されつ

つある．一方， このような国・地域では，電カインフ

ラが不足していること，あるいは雇用を促進するよう

な経済の活性化を望んでいることなどから，今後エネ

ルギー利用による新たな植林事業の実施可能性が十分

にあることが予想される． このような状況からプラン

テーション化によるバイオマス発電システムは，クリー

ン開発メカニズム (CDM)による発展途上国に対す

るCい削減技術導入の一環として重要な選択肢となり

得えよう．

従って，今後筆者らは，バイオマスのガス化発電シ

ステムの導人を目途に，バイオマス発電システムの経

済性を考慮し，またガス化技術について実験等を含め

た検討を実施したいと考えている．

＾ ^  39．8 37.0 
15.3 

⇒ 一］ —-―・ロ--..c＿・ロ―-
Case 1(H曲） Casel(Low) Case 2(h;gh) Case 2(Low) 

38.3 

Case Name 

Standard Case :石炭火力発電システム

Casel (High) :ハイオマスカス化コンバイント発電ヽンステム，

降水量2,500mm時の生産量，原料含水率50%

Case! (Low) :ハイオマスガス化コンバイント発電ヽノステム，

降水量1,000mm時の生産量原料含水率l0%

Case2(!--ligh) :ハイオマス循環流動床燃焼発電システム， 降

水量2,500mm時の生産量，原料含水率50%

Case2 (Low) :ハイオマス循環流動床燃焼発電ンステム，降

水量1,000mm時の生産量，原料含水率10%

電力 1単位あたりのCい排出最[kg-C02/GJ]図4

ベ最高条件のときで約2.7倍となる．一方， これらの

ケースを石炭起因のエネルギーシステムと比較した場

合，エネルギー収支比についてはCase1 • 2のいす

れにも劣るか， Cい排出量についてはCase1 • 2で

最大排出量の場合でも約 1/6削減することか可能で

あり， Cい排出量を大幅に削減することが期待される．

6. おわりに

今回，途上国を対象にしたエネルギーシステムの導

入について，バイオマスを利用したエネルギーシステ

ムを検討した．本論文では，現在利用されていない休

耕地に新たに植林を実施し，バイオマスを利用した発
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